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青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関する 

タスクフォース（第 17回） 

令和４年４月５日 

 

１ 日時 令和４年４月５日（火）15:00～17:00 

２ 場所 WEB 会議による開催 

３ 出席者（敬称略） 

〇構成員 

 中村主査、曽我部主査代理、石田構成員、上沼構成員、尾上構成員、尾花構成員、益川構  

成員、森構成員、山口構成員、米田構成員 

〇オブザーバー 

株式会社 NTT ドコモ、KDDI 株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会     

社、(一社)電気通信事業者協会、(一社)テレコムサービス協会、(一社)全国携帯電話販売  

代理店協会、(一社)安心ネットづくり促進協議会、(一財)マルチメディア振興センター、

(一社)モバイル・コンテンツ・フォーラム、(一社)ソーシャルメディア利用環境整備機構、

アルプス システム インテグレーション株式会社、デジタルアーツ株式会社、内閣府、文

部科学省 

○発表者 

 株式会社三菱総合研究所 

〇総務省 

 二宮総合通信基盤局長、北林電気通信事業部長、梅村サイバーセキュリティ統括官室参事

官、赤間情報流通振興課情報活用支援室長、熊原同室課長補佐、片桐消費者行政第一課長、

竹内同課課長補佐、 

 

４ 議事 

（１） 開会 

（２） 議題 

① 「青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関する新たな課題及び対策」 

等を踏まえた取組の進捗状況について 

 ・（一社）電気通信事業者協会 
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  ・（一社）テレコムサービス協会（MVNO 委員会） 

 ・（一社）ソーシャルメディア利用環境整備機構及び（一社）安心ネットづくり促進協  

議会 

・事務局 

・株式会社三菱総合研究所 

② フィルタリング申込率・有効化措置率の四半期報告について 

 ・（一社）電気通信事業者協会 

 ・（一社）テレコムサービス協会（MVNO 委員会） 

（３） 閉会 

 

５ 議事要旨 

（１）開会【中村主査】  第 17回青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に

関するタスクフォースを開催いたします。 

 冒頭、事務局からウェブ会議の開催上の注意事項についての御案内、それから配布資料の

確認、よろしくお願いいたします。 

（事務局より、ウェブ会議による開催上の注意事項案内及び配布資料確認を実施。） 

 

（２）議題 

① 「青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関する新たな課題及び対策」 

等を踏まえた取組の進捗状況について 

【中村主査】  今日の議題は、取組進捗状況と、フィルタリング申込率・有効化措置率の

四半期報告についてです。 

 まず、議題１、青少年の安心・安全インターネット利用環境整備に関する新たな課題及び

対策等を踏まえた取組の進捗状況。これは議事次第にあるとおり、電気通信事業者協会、そ

れからテレコムサービス協会、ソーシャルメディア利用環境整備機構、安心ネットづくり促

進協議会、事務局、三菱総合研究所から説明をいただくということになっています。 

 電気通信事業者協会、吉岡さん、説明をお願いします。 

 

〈（一社）電気通信事業者協会から、資料 17―１「（一社）電気通信事業者協会ヒアリング
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資料」について説明〉 

【電気通信事業者協会】  それでは、説明いたします。資料 17－１を御覧ください。 

 １ページ目、青少年の安心・安全なインターネット利用環境整備に関する新たな課題及び

対策ということで、昨年７月にまとめられております内容ですが、その中で、携帯電話事業

者が取り組むべき方向性というものが示されておりますので、その取組の進捗状況を報告

いたします。 

 ２ページ目を御覧ください。携帯電話事業者が取り組むべき方向が左側に１番から５番

まで示されております。それに対して、現在の対応方針及び検討状況を右に記載しておりま

す。 

 まず、１点目です。フィルタリング設定促進のための後追い施策を検討ということですが、

こちらはフィルタリングを申込みいただいた方のうち、事業者で設定をされずに御自身で

有効化をすると選択された方に対しまして、その設定が漏れないように後追い施策を検討

しなさいという中身になります。こちらにつきましては、各事業者とも、保護者宛てに設定

の促進のメールを送るということで、実施または検討しております。記載しているとおり、

ＫＤＤＩは既に対応済みです。残り３社につきましては、今年度中に実施もしくは開発着手

の見込みです。ＫＤＤＩの実施内容ですが、昨年の５月から開始済みでして、オンラインの

契約者に対して翌月に設定を流すメールを送信するという中身です。 

 ２点目、子供との共用の可能性を想定したフィルタリングの情報提供の対応ですが、これ

も各社とも店頭の説明ツールや、ウェブサイトに情報を記載して、情報提供を行っていると

いうことです。 

 ３点目、フィルタリングサービスのユーザビリティ改善を目的として、サービス提供者、

サービスコンテンツ提供者など、通信事業者と併せて取り組む体制の整備についてですが、

これにつきましては、前回報告した中身を申し上げますと、以前よりもカスタマイズの設定

を簡単にするとか、あるいは、利用状況の確認ができるようになったとか、利用時間の制限

ができるようになったとか、そういう中身について前回報告いたしました。現在も、このよ

うな取組の協力体制は継続しておりますが、中身として特記すべき報告する中身がないの

で、今回は、こちらは割愛いたします。 

 ４点目、カスタマイズ設定方法に関する分かりやすい情報提供、こちらも各社とも店頭の

説明ツールですとか、あるいはウェブサイトに情報を掲載しています。 

 ５点目、こちらはインターネットの危険性やフィルタリングの効果、ペアレンタルコント
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ロール機能のさらなる理解促進の取組ということですが、こちらも従来からやっているの

ですが、説明ツールを充実化させたり、あるいは保護者向けの特設サイトを開設したりとい

うことをやっております。赤囲みしている２番、４番、５番が、実際のものが２ページ以降

にありますので、簡単に説明いたします。 

 ３ページ目を御覧ください。こちらは、親子で端末を共有する際の情報提供について、ど

のようにやっているかというＮＴＴドコモの例です。スマホ教室、あるいは、スマホ・ケー

タイ安全教室などの中で取り上げるようにしたほか、フィルタリングのパンフレットの中

にも、総務省サイトのＱＲコードを記載したりして情報提供を行っているということにな

ります。 

 ４ページ目が、ＫＤＤＩがやっている例になります。詳細は省きます。 

 次が、ソフトバンクのやっている事例です。６ページ目が、楽天モバイルがやっている中

身で、各社ともパンフレットなどに記載して情報提供を行っているということです。 

 ７ページ以降も、先ほど冒頭に申し上げた、２番、４番、５番について、各社がどのよう

に提供しているかという事例の紹介になりますので、ここでは説明を省かしていただきま

すが、各社ともパンフレットやウェブの中身を更新しながら、より見やすく、より情報が伝

わるようにという工夫をしながら、これらの情報提供を行っているということです。 

 以上ですが、要は報告書の中に記載された、携帯電話事業者が取り組むべき方向に対して、

各社ともこのように取り組んでいるということになります。 

 私からの報告は以上です。 

【中村主査】  どうもありがとうございます。 

 では、続いて、テレサ協のＭＶＮＯ委員会、井原さん、説明お願いします。 

 

〈（一社）テレコムサービス協会（MVNO 委員会）から、資料 17―２「（一社）テレコムサ

ービス協会（MVNO 委員会）ヒアリング資料」について説明〉 

【テレコムサービス協会】  ＭＶＮＯ委員会、井原でございます。 

 それでは、フィルタリングサービスの利用促進に向けたＭＶＮＯ業界の取組について説

明させていただきます。資料 17－２を御覧いただければと思います。 

 まず、２ページを御覧ください。以前より指摘を受けておりまして、また、新たな課題及

び対策でも指摘を受けております、加入・有効化措置の状況把握の公表について説明させて

いただきます。改めて、個社名の公表に関しまして、ＭＶＮＯ各社にヒアリングを行いまし
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た。14 社より回答を頂戴いたしました。結論としましては、公表可が７社、条件付公表可

が３社、公表不可が１社となっております。後ほどのパートで説明させていただきますが、

今回は条件付公表可を含めた 10社については、社名公表をさせていただきます。 

 続きまして、３ページを御覧ください。こちらはフィルタリングに対するＭＶＮＯの課題

のヒアリングの結果のまとめでございます。まず、申込率に関しては、契約者の理解の問題

やサービス利用料の問題、ＯＳフィルタリングの問題がございました。有効化措置率に関し

ては、申込みベースによる有効化措置数の確認の問題、その他の問題点をこちらのほうにま

とめさせていただいております。契約者の理解の問題については、ＭＶＮＯに関して、オン

ライン契約が一般的であるため、契約者に理解いただくための取組に限界があるなどの課

題がございます。ＯＳフィルタリングの問題については、こちらもオンライン契約において、

実際にＯＳフィルタリングを利用されているかどうかを判断できないということでござい

ますので、実際に利用されていたとしても、フィルタリング申込みとしてカウントできない

などの問題があります。 

 なお、ＭＶＮＯのフィルタリングは有料であるということですので、ＯＳフィルタリング

を選択される場合があり、カウントできないという問題は、加入率に大きく影響している可

能性はあるかと思われます。また、後ほど説明させていただきます各社の取組におきまして、

これらの問題を解消できるような取組もございますので、有効事例として、ＭＶＮＯ各社へ

共有の徹底を図ることで課題の解消につなげていきたいと思っております。 

 続きまして、４ページを御覧ください。昨年８月に改定いたしました、ＭＶＮＯの独自ガ

イドラインについての各社の対応状況でございます。改定内容は大きく４点です。使用者の

確認の徹底、オンライン申込み時の仕様による申込率の改善、子供と共有する場合の注意喚

起の文言追加、フィルタリングのアクティベート状況の確認でございます。これらについて、

各社の対応状況をヒアリングした結果の一覧表となっております。これらに関しましては、

今後も定期的に確認を行っていきたいと思っております。また、状況に応じてはガイドライ

ンの更新のほうも行ってまいります。 

 なお、未対応と回答いただいた事業者につきましては、個別にヒアリングをさせていただ

いておりますので、口頭ではございますが、説明させていただきたいと思います。まず、申

込率改善への取組については、２社が対応予定なしとなっております。理由としまして、１

社はそもそも 18歳未満の利用者による契約の受付を行っていないということで、こちらは

予定なし。また、もう１社につきましては、現状、契約数が非常に少ないということと、青
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少年利用の申込み自体も現状発生していないということから対応予定なしとしているとの

ことなのですが、こちらは状況が変化した場合には適宜検討するとのことでございます。 

 また、フィルタリングの利用向上への取組については、１社が対応予定なしとなっており

ます。こちらに関して、フィルタリングサービス自体は、自社のサービスとしては提供して

いないということで、利用状況についての把握ができないために対応予定なしとされてい

るとのことです。 

 ５ページ以降は各社の取組の具体例と自己評価でございます。申込率が高い事業者の取

組をかいつまんで説明させていただければと思います。５ページを御覧ください。こちらは

ＩＩＪの取組でございます。店舗の契約の際に、動画による重要事項の説明が実施されてお

ります。画像は動画のサンプルということになっております。動画での説明により、フィル

タリングサービスの必要性が分かりやすく契約者に伝わることで、高い申込率となってい

るとのことです。自社での評価に関しては、動画化したことによって説明時間の短縮や分か

りやすさが向上しているということです。今後は、動画の説明内容の改善やオンライン契約

でも有効であるかを検証し、導入のほうを今後検討していくとのことです。 

 ７ページを御覧ください。こちらはビッグローブの取組でございます。以前より、オンラ

インコンテンツによるフィルタリングの重要性等について、啓発活動を実施されておりま

す。自社の評価としても、こちらの活動によって一定の成果が出ているとの認識をされてい

るとのことです。引き続き、保護者への啓発、情報発信の強化を行っていくとのことでござ

います。 

 ８ページを御覧ください。イオンリテールの取組でございます。フィルタリングの利用促

進を阻害している問題を解決するということで、オリジナルのフィルタリングアプリでの

サービスを提供しております。定期的にアップデートを行いまして、継続的に課題の解消に

努めているということです。 

 また、ＭＶＮＯの中では珍しく店舗契約が中心であるために、アプリベンダーと連携をし

たオンラインでのスタッフの教育にも力を入れており、勉強会に参加した店舗の加入率は

向上しているとのことです。さらに、優秀なスタッフのトーク内容について、他のスタッフ

への水平展開なども行っており、成果が出ているということでございます。こちらは、画像

が説明用のキーワードの一例となっておりますので、参考までに御覧ください。 

 ＭＶＮＯ委員会の発表は以上でございます。 

【中村主査】  どうもありがとうございます。 
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 次が資料 17－３、これはＳＭＡＪと、一部安心協から報告をいただけるということでご

ざいます。まず、ＳＭＡＪの清水さんから説明をお願いいただいて、その後、安心協の松岡

さんに説明いただきます。よろしくどうぞお願いします。 

 

〈（一社）ソーシャルメディア利用環境整備機構及び（一社）安心ネットづくり促進協議会

から、資料 17―３「（一社）ソーシャルメディア利用環境整備機構ヒアリング資料」につい

て説明〉 

【ソーシャルメディア利用環境整備機構】  ＳＭＡＪの清水と申します。よろしくお願い

します。 

 ＳＭＡＪでは、プラットフォームを安心・安全に御利用いただける環境の整備を最優先事

項と考えています。ＳＭＡＪ及び事業者の取組につきましては、青少年によるＳＮＳ等のコ

ミュニケーションサービス利用におけるリスクとそのノウハウの共有を通じて、青少年保

護施策を検討・実施、年齢等の利用者特性に応じた利用環境整備の推進、安心・安全な利用

のための啓発、保護者等への安全・安心なサービス利用に関する情報の提供をしています。 

 ３ページ目です。青少年保護施策の実効性向上のため、これまで各事業者が実施してきた

ソーシャルメディアにおける課題に対する取組を体系化したユーザー保護ナレッジデータ

ベースの構築等を通じて、実効性のある利用者保護施策の検討を継続的に実施しています。

ユーザー保護ナレッジデータベースは、これまでＳＭＡＪ会員各社がサービスを運営する

上で検知したリスクや施策を、ＳＭＡＪ内にて共有することを目的に体系化したデータベ

ースで、このデータベースを基に、実効性の高いユーザー保護施策を継続的に検討、実施す

ることを目的としています。 

 幾つか各社の事例を御紹介いたします。例えば、ＢｙｔｅＤａｎｃｅ株式会社は、保護者

が自身のアカウントと 13歳以上の未成年の子供がどのようにＴｉｋｔｏｋを使用できるか

を管理することができるペアレンタルコントロール機能というものを御用意しています。

また、Ｆａｃｅｂｏｏｋ Ｊａｐａｎ株式会社では、コメントやＤＭを送れるアカウントを

一時的に非表示にすることで、急激に注目を集めた利用者が望まないやり取りを防ぐこと

ができる抑制機能や、Ｍｅｓｓｅｎｇｅｒキッズという子供たちが友達とのつながりを保

つために役立つ保護者向けの新しいオプトイン機能を、日本を含む世界 70か国以上で提供

しています。 

 ４枚目です。株式会社ディー・エヌ・エーでは、モバゲーで御登録年齢が 18歳未満の場
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合、年齢が 18歳以上のユーザーとのチャットによるメッセージ交換ができないようにシス

テム的にブロックしています。また、18歳以上のお客様も、18歳未満のユーザーへのメッ

セージの送信を行うことができないよう、システム的な制限を実装しています。有料コンテ

ンツにつきましても、年齢により１か月当たりの月額課金制限も設定しています。 

 また、グリー株式会社は、18 歳未満ユーザーに当たって、チャット機能を制限したり、

検索結果から除外するなど幾つかの制限がかけられています。グリーでは、青少年保護のた

め、禁止行為の周知や 24時間 365日体制で、サイト内の監視、パトロールを行い、不適切

な投稿を適時除外・削除しています。 

 ５ページ目、ＬＩＮＥ株式会社の取組です。ＬＩＮＥでは、青少年のＬＩＮＥユーザーの

皆さんをトラブルから未然に守るため、ＫＤＤＩ、ＮＴＴドコモ、ソフトバンクと協力し、

18 歳未満の方は、ＬＩＮＥのＩＤ設定及びＩＤ検索を利用することができないよう、部分

的な機能制限を実施します。 

 株式会社ミクシィも、年齢を 18歳未満に設定している方は、青少年保護の観点から友人

以外の 18歳以上のユーザーとメッセージ機能を利用できなかったりと、幾つかの機能に利

用制限がかかっています。 

 モイ株式会社は、未成年、20 歳未満の方のオートチャージを含むポイント購入金額の月

間上限を設け、年齢ごとの上限を設定しています。 

 17ＬＩＶＥ株式会社は、17ＬＩＶＥサービスの利用において、アプリへのアカウント登録

を行う場合、20 歳以下の未成年であれば、必ず親の承諾が必要になり、未成年者である場

合はサービスの利用を一部制限することもあります。 

 ６ページです。ＳＭＡＪのウェブサイトにて、青少年を中心とした利用者や保護者の皆様

の安心・安全なサービス利用のための情報を提供しています。こちらのサイトは、皆様がＳ

ＭＡＪ各社の安全性への取組を確認しやすくするために、昨年 12月にリニューアルしまし

た。サービスの安心・安全な利用のための情報の普及等で、ＳＭＡＪは安心ネットづくり促

進協議会と連携しております。この取組につきましては、安心協の松岡様から、お話しいた

だきます。 

【安心ネットづくり促進協議会】  ありがとうございます。安心ネットづくり促進協議会、

松岡と申します。資料６ページに書いてあるとおり、私ども安心協としましても、ＳＭＡＪ

さんと連携して情報発信していくということが極めて重要だと認識しております。 

 資料には３つほど、発信の方法、検証、継続的な改善ということが記載されていますが、
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両者協議してやっていきたいという中で、まず、簡単にできる取組としまして、12 月にリ

ニューアルされたホームページのつながりをよくするということで、安心協のホームペー

ジも早速見直しをかけて、ここに素早く到達できるようなお互いのリンク連携を図りたい

と思っております。それから、情報発信の方法を、具体的に保護者に伝える方法について、

なかなか悩ましい課題ですが、今年度は、若い世代の保護者に情報を伝えていってはどうか

と考えております。 

 これは相対的に子供の年齢は低くなるわけですが、保護者自身が若いと、これらサービス

になじみが深く、サービスを使うに当たって、ホームページを参考にいろいろと考えていた

だくことが重要ではないかということで、それを伝えて、効果ということを考えていけるか

と思っております。また、情報の伝え方や、情報の内容についてもＳＭＡＪさんと連携して、

よりよい情報になるような形にできればと、思っております。 

 安心協からは以上でございます。 

【ソーシャルメディア利用環境整備機構】  ありがとうございます。 

 ７ページになります。ＳＭＡＪ会員は健全なソーシャルメディアの利用に向けた啓発活

動の取組を推進しています。ＳＭＡＪ各社の啓発の事例としましては、例えば、ＢｙｔｅＤ

ａｎｃｅ株式会社は、内閣サイバーセキュリティセンターが推進するサイバーセキュリテ

ィ月間に合わせ、自画撮り被害の防止、誹謗中傷の防止をテーマとして、現在起こっている

課題や対策について、ディスカッションを実施しました。 

 また、Ｔｗｉｔｔｅｒ Ｊａｐａｎ株式会社は、ＵＮＥＳＣＯと合同でＴｗｉｔｔｅｒを

活用した教育と学習というメディア情報リテラシーに関するハンドブックを作成したほか、

一昨年には、利用者の皆様に、より安心してＴｗｉｔｔｅｒをお使いいただくための機能を

御紹介する「デジタルセーフティープレイブック」の日本語版を公開しました。 

 グリー株式会社は、サービス内の健全なＳＮＳに向けた啓発ページを設置しています。 

 ８ページです。ＳＭＡＪは法務省、総務省、一般社団法人セーファーインターネット協会

と共同で、「ハートがなけりゃＳＮＳじゃない！」というスローガンの下、ＳＮＳの利用で

悩んでしまう際に役立てていただくための特設サイトを開設しています。この取組には、Ｂ

ｙｔｅＤａｎｃｅ株式会社、ＬＩＮＥ株式会社、株式会社ナナメウエなどの各事業者も取組

を実施していまして、利用者の意識改革にも貢献しています。 

 私からは以上になります。ありがとうございました。 
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〈事務局から、資料 17―４「事務局資料」について説明〉 

【中村主査】  ありがとうございます。 

 続いて、事務局、総務省消費者行政第一課の竹内補佐から説明をお願いします。 

【竹内消費者行政第一課課長補佐】  総務省消費者行政第一課の竹内でございます。資料

17－４に基づきまして、説明させていただきます。 

 １ページ目、こちらは御存じのインターネットトラブル事例集の作成・公表でございます。

子育てや教育の現場での保護者や教職員の活用に資するため作っているもので、毎年更新、

作成しているものでございます。こちらは３月 31 日に新しい 2022 年版を公表させていた

だきました。 

 内容につきましては、その年々のホットトピックを重点的に扱うということが多くなっ

てございますけれども、今年で申し上げれば、４月１日に施行された改正民法に伴う成年年

齢の引下げ等につきまして、充実した内容を盛り込んでいるというところでございます。 

 ２ページ目、こちらはインタートラブル事例集も含めまして、総務省が公表しております、

啓発サイトの紹介でございます。 

 ３ページ目、こちらは誹謗中傷対策の一環として、総務省が昨年始めました、「鷹の爪団

の＃ＮｏＨｅａｒｔＮｏＳＮＳ大作戦」の御紹介でございます。人気キャラクターの「秘密

結社 鷹の爪」とコラボいたしまして、様々な動画等をつくらせていただいているというも

のでございます。３ページ目の下で、ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルで公開しておりますアニメ

ーション、パンフレットを御紹介しております。 

 次のページです。先ほど御説明した「鷹の爪団の＃ＮｏＨｅａｒｔＮｏＳＮＳ大作戦」の

コンテンツを使った周知広報の状況でございます。まずは、総務省の公式Ｔｗｉｔｔｅｒで

すとかＦａｃｅｂｏｏｋ等で周知しているというものに加えまして、先ほど御説明したと

おり、ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルでも公開しているというものでございます。こちら、何話

かに分けて公表していますが、一番多いものでは数十万回再生していただいているところ

でございまして、ある程度認知を得ているというところです。 

 一方で、積極的に行政のほうから働きかけるということもしておりまして、こちらの下の

ほうでございますけれども、都内の大型ビジョン、こちらは新宿の繁華街で動画を放映する

といったことを２月 11 日から 17 日の間、やらせていただきました。こちらにつきまして

は、今後も実施を考えてございます。 

 そのほか、右下でございますけれども、スポーツの試合でも動画を放映するということを



 -11- 

させていただいておりまして、今まではあまり、こういった行政の取組になじみがなかった

方々に対しても積極的にリーチを伸ばしているというものでございます。 

 ５ページ目を御覧ください。こちらは海賊版対策とフィルタリングの関係の啓発動画で

ございます。こちらは、「僕のヒーローアカデミア」とコラボいたしまして、同じように動

画ですとか、ＳＮＳを使って周知をしているというものでございます。 

 ６ページ目、成年年齢の引下げに関して総務省及び関連団体に御協力いただいている対

応の状況でございます。こちらは総務省に関わらず、政府全体の取組として周知広報してい

こうということになったものでございまして、その一環として、総務省もしっかりと対応し

ているというものになります。内容はここに書いてございますとおり、総務省のホームペー

ジ上で、成年年齢引下げに関する注意喚起をさせていただいたり、インターネットトラブル

事例集（2022 年版）におきまして、関連する記載を充実させているというものでございま

す。そのほか、ＴＣＡさん、テレサ協さんにも御協力いただきまして、注意喚起をやってい

ただいているというものでございます。 

 そのほか、５番、安心協さんに御協力いただいて注意喚起を実施して頂いているほか、６

番、ＦＭＭＣさんに御協力いただきまして、ｅ－ネットキャラバンにおいて、関連する注意

喚起を実施しているというものでございます。 

 ７ページ目、フィルタリングサービスに関する優良の周知事例の御紹介です。イオンリテ

ールの労働組合の広報紙で御紹介いただいている内容です。 

 ８ページ目、こちらはイオンリテールの労働組合に加入していらっしゃる方ということ

で、恐らく子育ての年代層も含むということだと思いますけども、そういった方々に対して

フィルタリングが何なのか、それでどういったことができるのかということを、具体的にイ

メージが湧くように御紹介いただいているというものです。 

 総務省といたしましては、こうした取組でフィルタリングの理解に関する裾野が広がっ

ていくということは大変望ましいことだと思っておりますので、今回、参考として御紹介さ

せていただいたところでございます。 

 私からの説明は以上でございます。 

 

〈株式会社三菱総合研究所、資料 17―５「株式会社三菱総合研究所ヒアリング資料」につ

いて説明〉 

【中村主査】  では、続いて、三菱総研の安江さんから説明をお願いします。 
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【三菱総合研究所】  三菱総合研究所の安江です。よろしくお願いします。 

【三菱総合研究所】  資料 17－５で御説明します。 

 私からは、青少年に関する違法有害情報対策に関する状況調査ということで、諸外国調査

を御報告したいと思います。 

 １ページ目が目次でありますけれども、本日のメイントピックは、主要各国におけるプラ

ットフォーマーへの青少年に特化した規制等ということで、実際はプラットフォーマーに

限らないのですが、オンラインの青少年保護に関する規制の状況について、１のところで全

体像をお示しします。続いて、今、審議中の法案ですとか議会、公聴会等の今の議論の動向

ということを２番目で御報告します。３番目に、法制度に限らない民間レベルの取組も含め

てどういったものがあるか、主なものを御説明します。それから、青少年保護のための技術

的手段等とありますけども、こちらはサブトピックといいますか、時間があれば御説明でき

ればと思っていますけれども、フィルタリングサービスの優良事例、実際には各国の状況で

すとか青少年の情報発信に関するトラブル防止を目的とした技術的な手法に関するもの、

それから、年齢確認に関する各国の状況といったものを書いておりますので、お時間があり

ましたら、後で御覧いただければと思っております。 

 では、早速ですけれども、４ページ目、プラットフォーマーへの青少年に特化した法令・

ガイドラインの有無及び概要ということで御説明します。４ページ目は、まず、法令・ガイ

ドラインをどのように分類するかという考え方を示したもので、ここでは「違法有害情報対

策」、それから「青少年保護」、「青少年のプライバシー／データ保護」、「普及啓発」、「その

他・全般」と分けておりまして、「違法有害情報対策」としては、どういったものがそうい

ったものに当たるかという規定・分類、それから禁止・制限事項、利用者への通知・情報提

供、ラベリングですとかツールの提供、それから事業者の免責とかそういったものが含まれ

ます。「青少年保護」のところは性的搾取虐待ですとか、経済的搾取虐待ということで、い

わゆる児童ポルノとか性的勧誘、接触、キッズ・ユーチューバーに関しての保護と、そうい

ったものです。 

 ５ページ目、こちらが今の分類に沿って、国別、地域別にどういう具体的な法令ですとか

勧告、計画といったものがあるかというのを書き出したものでございます。左のほうに一応

参考として、日本の主なものを挙げており、韓国、ＥＵ、フランス、ドイツ、英国、米国で

並べております。フランスとドイツは、基本的にはＥＵの規則や指令に従うわけですけれど

も、それ以外に国内法で独自に定めたものを書いておりますので、例えばドイツのところの
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「青少年のプライバシー／データ保護」のところ、一応連邦データ法がありますが、ここは

青少年保護については基本的にはＧＤＰＲに沿ってやっているという書き方になっており

ます。また、青字の部分はガイドラインとか勧告、戦略、あるいはレポートといったもので、

黒字の部分が実際に今、施行されている法律という形になっております。 

 次のページから各国ごとのポイントを説明します。まず、６ページ、韓国です。韓国は、

まず青少年保護法で、青少年に有害なメディア製品、実際にはコンテンツも含まれますけど

も、そういったものをかなり細かく規定して、それに対して、製造者、発行者の義務を定め

ていると。それからプラットフォームで言うと、情報通信網法でネットワークに流していい

かどうかといった規定がされています。ゲーム産業振興法や青少年保護法で、ビデオゲーム、

オンラインゲームに関する規制があって、いわゆるシンデレラ法とか、そういったゲームの

やり過ぎについての規制もあります。 

 もう１点、キッズ・ユーチューバー保護ガイドラインを定めています。こちらについては、

自主規制といいますか、ガイドラインで、事業者が署名するという形ですが、未成年者のい

わゆるユーチューバーに関する保護が、割と具体的に細かく規定されているというのが特

徴になります。 

 ７ページからがＥＵです。７ページは割と古い、1990 年代後半からある理事会勧告や計

画です。かなり早い時期から青少年の違法有害情報に関する基本的な枠組みを定めた勧告・

計画になっております。当然、表現の自由との兼ね合いもありますけれども、こういう場合

には、例えばフィルタリングが許されるとか、メディアリテラシー教育はこうするんだとか、

そういったことがいろいろ定められていると。また、事業者がこういう工夫することが望ま

しいといった形になっております。 

 ８ページ、2006 年、また勧告が出ていまして、違法有害情報対策が定められていると。

それから、2000 年に出たものですけども、電子商取引指令の中で、違法有害情報をプラッ

トフォーマーやホスティング事業者が仲介した場合に免責規定を定めるという形になって

います。 

 それから、これは 2000年代になってからですけども、児童に対する性的虐待および性的

搾取と児童ポルノとの闘いに関する指令ということで児童ポルノ対策。９ページでは、実際

の性的接触、勧誘といったものについての規制というのも定められました。プライバシー保

護という面では、ＧＤＰＲで未成年者に対して保護者の同意とかそういったことが含まれ

る。それからターゲティング広告とかプロファイリング、そういったものについては反対と
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いう考え方が示されています。 

 10 ページ、まだ審議中ですけれどもデジタルサービス法、いわゆるＤＳＡという法案が

審議されておりまして、こちらは全ての仲介サービス提供者、プラットフォーム事業者も含

めますが、それらに対して、違法コンテンツの流通に関する責任の規定や、事業者の規模に

応じたユーザー保護の義務というのを定めていますが、未成年者保護については、特に利用

規約の面で未成年者に合った形で分かりやすくきっちり説明するとか、ダークパターンの

禁止と、ユーザー生成ポルノコンテンツへの対応をしっかりすることなど、未成年者に対す

るターゲティング広告を禁止するといったことが盛り込まれていることが青少年保護とい

う点では特徴かと思います。 

 11 ページ、フランスです。フランスはデジタル経済法の中で、電気通信事業者に対して

フィルタリングを提供することを義務づけているという点が特徴かと思います。テロや未

成年者を巻き込んだわいせつ物を含むコンテンツについて、事業者の義務を定めるという

形になっています。 

 12 ページ、こちらもフランスの特徴が１つあり、労働法の中で、いわゆるキッズ・ユー

チューバーの保護というものを定めております。また、これは法律じゃなくて提言という形

ですけれども、フランスのデータ保護機関、ＣＮＩＬというのがありますが、未成年者のデ

ジタル権ということで、８項目からなる提言を、昨年４月、約１年前に発表しています。 

 次の 13ページから 14、15ページ、データ保護機関が出しているもので、データ保護だけ

ではなく、ツールの提供や周知啓発といったものも含まれた、割と幅広いものになっている

点が特徴かと思います。 

 16 ページがドイツになります。ドイツは、青少年保護法と州際協定で、未成年者に対す

る有害コンテンツというものをかなり細かく定めていて、それに対する規制や義務、禁止行

為といったものをかなり詳細に定めているという点が特徴かと思います。 

 18ページは英国になります。英国は 2017年デジタル経済法の中で、まずフィルタリング

等を提供してもいいということを確認した上で、政府と主要ＩＳＰが合意する形で、2013年

からフィルタリングが本格的に始まったという経緯がありますけども、Ｏｆｃｏｍが定期

的に認知度とか利用度というのを報告しているという点が１つ特徴です。データ保護に関

しては、年齢に応じた設計コード、ＡＡＤＣがありまして、罰則、罰金が定められている法

定行動規範ということで定められております。 

 次の 19 ページの下のほう、オンライン害悪白書と書いてありますけど、Online Harms 
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White Paper というものと、それに基づいて提案されているオンライン安全法案、こちらが

青少年保護に限らない幅広いものですけども、こちらが現在、審議中ということになってお

ります。 

 それから 20ページが米国です。米国は児童インターネット保護法（ＣＩＰＡ）というも

のと、児童オンラインプライバシー保護法（ＣＯＰＰＡ）というものが大きな特徴です。Ｃ

ＩＰＡについては、連邦政府の補助を受けてインターネット環境を整備した学校や図書館

については、フィルタリングも含めたインターネット安全ポリシーを持っているというこ

とを、毎年証明しなくてはいけないという義務があって、学校とか公的機関でのフィルタリ

ングというものがかなり導入されているということ、未成年者のプライバシー保護に関し

てはＣＯＰＰＡの中でかなり厳しく規定されていて、違反した場合にはＦＴＣによる訴訟

もあるといった形になっております。 

 各国における議会・マスコミ等における議論の動向ということで、22 ページに全体の概

観を書いております。22 ページの表の上から、まず２番目のＥＵのデジタルサービス法案

ですけども、プラットフォーム事業者を含む全ての仲介サービス提供者というカテゴリー

に対して、違法コンテンツの流通に関する責任、免責条件を規定するとともに、事業者の規

模に応じたユーザー保護のための義務を規定する法案として提案されています。 

 他方で、同じ時期ですけども、英国ではオンライン安全法案というのが出ていまして、英

国における安全なネット環境の確保を目的として、プラットフォーマーなどのオンライン

事業者による自主規制に依存しない、政府が規制を行って、その規制が守られているかをＯ

ｆｃｏｍが監視するという新しい踏み込んだ規制を提案しております。こちらのほうも、未

成年者の保護とか有害情報対策とか、メディアリテラシー向上の取組と、そういったものが

幅広く含まれております。 

 米国ですと、注目された「Ｆａｃｅｂｏｏｋ文書」報道というのがありまして、Ｆａｃｅ

ｂｏｏｋやＩｎｓｔａｇｒａｍが利用者、特に青少年に対して重大な影響を及ぼすという

ことを知りつつ、利用拡大を優先したということで大きな問題になりました。これを受けて、

上院で５回の公聴会が開かれて、有識者による問題提起や事業者による説明、内部告発者の

証言といったものも行われたと。ここでの議論を踏まえ、超党派の議員による提案として、

子どもオンライン安全法というものが提案されているという状況になります。 

 23 ページに英国のオンライン安全法案の概略があります。プラットフォーマーはこうい

うことを守らなくてはいけないという法定注意義務が規定されていて、それを守っている
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かどうかを監視され、守っていない場合には罰金がかかると。サービスとしては、一定の条

件を満たすＳＮＳ等のユーザー間サービスとか検索サービスというもので、違法なコンテ

ンツ、子供に有害なコンテンツ、大人に有害なコンテンツというものが規制対象となってお

ります。 

 義務としては、左下にありますようにリスク評価とか違法コンテンツの対応、表現の自由

とプライバシーへの配慮、報告・救済の仕組み、記録の保存、透明性の確保といった形にな

っております。非常に踏み込んだ規制ということになります。 

 次が 39ページです。39ページがＥＵのＤＳＡの説明ですけれども、まず、どの事業者に

適用されるかという分類を書いています。いわゆるＯＴＴ的な情報社会サービスというも

のの中に仲介サービスがありまして、その中にさらにホスティングサービス、オンライン・

プラットフォーム、超大規模オンライン・プラットフォームというものが規定されていて、

具体的なサービスは右側のほうに細かい字で書いてあります。それぞれに対して、40 ペー

ジのような形で義務が規定されています。上の仲介サービス提供者の免責・義務と、電子商

取引指令を現代化したものですけれども、それに加えて、真ん中にある透明、アクセシブル

で安全なオンライン環境のための義務というものが定められていて、①から④、前のページ

にあった４つのカテゴリーごとに義務が定められています。この中で赤い字のところが未

成年者に直接関係する規定ですが、分かりやすい説明・要約を含む利用規約であるとか、ダ

ークパターンの禁止、ユーザー生成ポルノコンテンツの対応など未成年者に対するターゲ

ティング広告の禁止といったものが含まれております。 

 43 ページはＦａｃｅｂｏｏｋ文書報道の概略で、ＦａｃｅｂｏｏｋとかＩｎｓｔａｇｒ

ａｍが若者にとって有害であるということを知りつつ、競合サービスに勝つために自社の

サービスの拡大を優先したということが、いろいろな文章で明かされてしまったというこ

とで問題になりましたと。 

 44 ページ、アメリカの上院で開かれた公聴会の概略を表にしています。全部で５回あり

まして、有識者の問題提起とＦａｃｅｂｏｏｋのそれに対する説明、釈明と、書面でしたが

内部告発者の証言、最後に各事業者がこういうことをやっています、こういうことをやって

いきますという説明をしたという形になっております。 

 45 ページにポイントを抜き出しています。有識者としては、いろいろ深刻な問題が起き

ているとか、もっと規制を強化すべきという指摘があり、事業者としてはいろいろやってい

るし、これからも専門家の連携も含めてやっていくのだということを説明したと。内部告発
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者としては、中にいる人しか分からないので、透明性とか説明責任が重要だと、そういった

主張・指摘になっております。 

 それを受けて法案が提案されたということで、47ページです。問題意識としては、10代

の精神衛生上の危機、これはＦａｃｅｂｏｏｋ文書の中でも指摘されていました。これを問

題視して、中毒のような使用パターンや有害、または違法な製品の宣伝とか破壊的ないじめ

というもの、特にコロナ禍でいろいろなことがオンラインで行われているので、これは重要

な問題になっているという問題意識が示されていて、解決方策としては、親と子供への安全

策とツールの提供、それからソーシャルメディアの説明責任、アルゴリズムの開放と、こう

いう３本柱が示されています。 

 48 ページに具体的な規定内容を書いていますけども、割と厳しいです。第三者による独

立監査とか、そういった厳しい法案になっていると言えると思います。 

 最後、各国の民間レベルの自主的取組の事例ということで、50 ページにまとめを書いて

います。いろいろな取組がありますが、法令・ガイドラインによって民間にやらせているも

のとしては、先ほど言ったイギリスのＡＡＤＣです。こちら、15項目を守れということで、

守らない場合には結構高い罰金がかかります。 

 それからマルチステークホルダーでの取組として、１つは英国のインターネット安全協

議会（ＵＫＣＣＩＳ）、これは昔ＵＫＣＩＳと言っていましたが、こちらのほうでＳＮＳ及

びインタラクティブサービスの提供事業者に対するガイドというのが作成されていて、こ

のガイドラインには大手企業によるベストプラクティスや、ＮＧＯなど、オンラインの子供

の安全の専門家によるアドバイスという、企業向けアドバイスが掲載されていると。このガ

イドラインのベースともなった安全原則というのが別途ありまして、これは子どもＩＣＴ

連合と仮に訳していますけども、ICT Coalition for Children Onlineという団体がありま

して、そこの６つの原則というのがあります。その実施、遵守状況について、Coalitionへ

の参画、アクション、これは電気通信事業者とか大手プラットフォーマーが参加しています

が、それが１年置きに、定期的にかなり詳細なレポートを公表する取組もされています。ま

た、ＩＴＵ（国際電気通信連合）では、2020年に、ＩＴＵ児童オンライン保護ガイドライン

というのを策定して、それに基づいて様々な活動をしているという形になっております。詳

細は、それぞれの後ろのほうにありますけれども、こうした形で様々な取組が行われている

ということになっています。 

 説明は以上になります。 
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【中村主査】  どうもありがとうございました。 

 ここまで皆さんに対策を前に進めていただいたという御報告があり、総務省も自ら普及

啓発に汗をかいているという報告がありました。それから、今、安江さんのほうから海外調

査、非常にコンパクトに報告をいただきましたけれども、とても貴重で、重要な調査をいた

だきました。これは日本の政策にも大いなるヒント、参考になると思いますけども、皆さん

いかがでしょうか。 

 ここまでについて、質問、コメント等あれば、お寄せいただきたいと思います。 

【尾花構成員】  尾花です。御発表いただいた皆様、本当にありがとうございました。す

ごく整理されていて、年度が変わり、昨年度のまとめという意味では、とても有意義・有効

な、活用できる内容だと感じました。 

 さて。ＭＶＮＯさんのフィルタリングの申込率、有効化措置率の公表についてですが、先

ほど御説明いただいたような“公表できない理由や事情”をデータと合わせて表に出してい

ただけるとうれしいです。今の資料では、やっていないところが良くない事業者であるとい

う印象になる上、実際にはＭＶＮＯ事業者のみなさんが一生懸命取り組もうとしてくださ

り、１つの方向に向かって歩もうとしてくださっているのに、足並みがそろっていない印象

を与えてしまいかねません。公表できないのはなぜなのか、青少年は販売対象にしていない、

今はやっていないがこれから取り組む予定などの背景を、注釈でも結構なので御紹介いた

だけると良いと考えます。独自ですばらしい工夫をしていらっしゃる事業者さんも、プラス

アルファの取組をしていらっしゃる事業者さんもたくさんあるので、ぜひともお願いいた

します。 

 ＳＭＡＪさんの発表に関しては、情報提供ページをもっと分かりやすくしてほしいです。

ぱっと見、文字ばかりだと読む気にならないので、図解を追加するなどして工夫していただ

けませんか？というお願いは、以前より再三申し上げています。読む人が読もうと思える見

せ方と、読みたいと思う内容かどうかは別問題、読もうと思えるような表示・表現と、見た

目の分かりやすさをもう少し追求していただけないでしょうか。また、先ほどＭＲＩさんの

調査データの中にも「子供が理解できる利用規約の表示方法にする」という項目がありまし

たが、読んだ人が理解できるものでないと意味がありません。せっかく各社さんそれぞれ出

していただいている情報なので、もう一工夫をぜひともお願いいたします。 

 私が感動したのは、イオンリテールさんの労働組合の広報誌です。このような形で企業、

職場で保護者の方たちに啓発をすることの必要性は、内閣府の第４次計画のときから織り
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込まれている内容ですが、やっていただいているところがまだまだ少なく、働きかけもなか

なかできない中、好事例を御紹介いただいたのがとても印象に残っており、こういった企業

がどんどん増えてくれるといいなと思いました。 

 最後に、ＭＲＩさんの発表内容については、本当に頭が下がる思いです。こんなに各国が

やっているという感動と同時に、日本が一番進んでいるような言い方をこれまでしてきた

部分が多かったのに、実は、日本はある意味立ち後れているという気づきもありました。日

本では、フィルタリングというツールがあったがために、「フィルタリングを入れれば何と

かなる」というスタンスできてしまったのではないかと。フィルタリングよりも実際に企業

に協力をお願いした取組、例えば、アメリカにおける“中毒性のある製品機能の無効化”や

“デフォルトで最強の設定を有効にすることを要求する”、ＥＵにおける“ターゲティング

広告の禁止”など、これから私たちが何か新しい取組をする際に、見習うべき、日本でも取

り入れるべきことが大変多く含まれていたと思います。 

 特にアプリ内のサービスに関しては、現在、様々なものが多く混在している状態ですが、

例えばファイナンス系のアプリ内コンテンツに関しては、先ほどのアメリカの例にならっ

て無効化していただくとか、18 歳未満ができるだけ使わないように工夫することをきちん

と取組としてやっていく必要があると感じます。日本はフィルタリングありきだったため

に遅れてしまった部分を、海外の好事例を参考にしながら、フィルタリングだけに頼らず、

企業さんの取組や事業者側の細かな対応としても、追求していくべきだと思いました。 

 質問はほぼありませんが、こういった形で、私は皆さんの発表を受け止めました。ＴＣＡ

さんの発表も、新しい取組を常にやっていらっしゃるということで、毎回すばらしいと感じ

ています。全ての事業者の皆さんには引き続き取組をしていただきつつ、海外の事例をうま

く利用して、日本が一番遅れているという事態にならないような施策をどんどんつくって

いければいいなと思います。 

 以上でございます。 

【中村主査】  ありがとうございます。まず、上沼さん、お願いします。 

【上沼構成員】  本当にどうもありがとうございました。毎回詳しい説明をいただいてい

て、本当にありがたいと思っております。時間がないので幾つか箇条書的に言いますが、ま

ず、ＴＣＡさんの御発表で２ページ、ＫＤＤＩさんが保護者宛ての設定促進メールを送って

いらっしゃるということですが、それについてのフィードバック、つまり結果がもし分かる

ようでしたら、今後アップデートのときに言っていただければありがたいと思います。これ
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はお願いなので、質問ではありません。 

 あと、資料２のＭＶＮＯさんの発表なのですけれども、多分尾花さんの御意見にもかぶる

ところがあると思うのですが、４ページ、「未定」と「予定なし」という部分で、「予定なし」

については、先ほどの御説明を聞けば、青少年は使わないからというのは分かるのですが、

「未定」というのがよく理由が分からないのです。ですので、それについては理由をいただ

いたほうがいいかと思いました。これもすぐにお答えいただけるようならいただければと

思いますが、難しければ今後追加を考えていただければと思っています。 

 それと関連して、３ページ、ＯＳフィルタリングについて実装されている機能が十分に満

たしているかが判断できないということだと思うのですが、この辺り、どういう議論がされ

ているのか、もし教えていただけるようであれば教えていただきたいです。これは、御質問

としてお願いできればと思います。 

 あと、前々からＳＭＡＪ、安心協との取組での情報発信のところについては、非常に期待

をしている部分ではありまして、特に今回、ＧＩＧＡスクールで、子供たちが端末を使うよ

うになっていて、ＳＮＳも、ますます使うことになると思います。そのときに、親のほうで

判断できないという状況は非常に問題だと思うので、これは早めに進めていただければと

思います。また、これは総務省へのお願いですけども、「上手にネットと付き合おう！」と

いう特設ページをつくっているので、例えばそこから情報提供のページのリンクを貼って

いただくとか、していただければ広がりやすいのではないかと思われるので、そのような展

開も考えていただければというお願いです。 

 最後、ＭＲＩの御発表、すごく詳しいものでありがたいです。前回ＯＥＣＤのリコメンデ

ーションのときには日本がリーダーシップを取ってつくったという前提があるのに、今回

のＯＥＣＤの各国のリーガルフレームワークのレポートでは、日本への言及がほぼないの

です。私も見たのですが、２か所ぐらいしかありません。そういう意味で、日本の取組が、

若干積極的でないように見えているというのが残念だと思っております。その理由として、

例えばＯＳ事業者が日本ではないとか、ＳＮＳ事業者が日本ではないとか、いろいろな理由

はあるとは思うのですが、そうは言っても、日本の子供たちをどう守るかというお話なので、

その辺りをもう少し、今回のＯＥＣＤのレポートを前提に考えていきたいと思っておりま

す。この前御発表いただいたＯＥＣＤのリスク分類があると思いますが、あれと日本の対応

で、どこか穴の空いている部分があるのかとか、あるいは各国の法律がどのようにそこに対

応しているのかということが、今後可能であれば分かるとありがたいと思ったので、これは
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一応お願いベースということで、お願いです。 

 以上です。 

【中村主査】  ありがとうございます。まず、テレサ協井原さん、ＳＭＡＪ清水さんから

何かコメントございますでしょうか。 

【テレコムサービス協会】  ＭＶＮＯ委員会井原でございます。御質問いただきまして、

ありがとうございます。 

 先ほど、ＯＳフィルタリングのところに関しまして、議論ができていないというところも

ございますので、改めて委員会のほうで議論させていただければと思いますし、対応状況の

未定のところにつきましても、おっしゃるとおりかと思いますので、こちらも、まだヒアリ

ングをしたばかりということでもございますので、後ほど議論のほうをさせていただいて、

また改めて、このような場で説明させていただければと思いますので、よろしくお願いをい

たします。 

【中村主査】  清水さん、何かありますか。 

【ソーシャルメディア利用環境整備機構】  ＳＭＡＪの清水です。ありがとうございます。 

 ＳＭＡＪの質問ではなかったと思うのですけども、安心協とのＧＩＧＡスクールにつき

ましては、安心協やＳＭＡＪ内でも検討していきたいと考えております。 

【中村主査】  ありがとうございます。よろしいでしょうか。続いて、山口さん。 

【山口構成員】  国際大学の山口です。御説明いただきまして、ありがとうございました。

様々な活動が大変進んでいるということはよく分かりました。 

 その上で、幾つか質問とコメントをさせていただきたいのですけども、まず、資料１と２

に関しまして、フィルタリングサービスに関して、どういった啓発をされているかと、非常

によく分かったのですけども、こちらは家庭内ルール、いわゆるこういうトラブルを防ぐた

めにはこういうルールづくりをしましょうみたいな話ですけども、そういうこととともに

啓発するということは可能でしょうかというのが質問です。あるいは、そういったことをし

ているかということです。と申しますのも、私が昨年度に消費者行政第一課とやらせていた

だいた研究では、トラブル回避という観点では、フィルタリングサービスの導入と家庭のル

ールの導入、両方やっているのがとても重要でした。なので、フィルタリングサービスをこ

れで導入しましょう、で終わりではなくて、有効にそれを働かせるために、こういう家庭内

ルールもつくりましょうみたいな、そこまであるとすごく親にとっては楽だと思います。そ

ういったことの啓発をしているかということです。並びに、もししていないとしたら、やっ
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ていただくことは可能かというところが質問です。正直、あれもこれも説明しなくては、と

いうところだと思いますが、そこをお聞きしたい。 

 ２点目が、これは資料２に関して、上沼先生と同じ意見でして、申込率改善への取組が未

定というところが非常に多かったので、今後、それは変わっていくのか、あるいは変わらな

い理由があるのかというところを明らかにしてほしいと思いました。 

 ３点目、資料３につきまして、ＳＭＡＪの会員企業の皆様が大変有意義な取組、並びに啓

発をしていると私も考えております。しかし、特に啓発の部分で、取りあえず啓発ページを

作ってみたとなりがちなのも事実です。なので、もし可能であれば、今後、御説明いただく

ときに、啓発ページの効果というものが分かるようなことが書いてあるといいかと思いま

した。例えば、啓発ページのページビュー数等を出すことが可能ならば見たいと感じた次第

です。以上が、事業者の方に対しての３点。 

 続けて、総務省に対して、３点ございます。全て資料４に関するものです。 

 まず、１つ目がトラブル事例集について、対象が一体どこなのかというのが毎回気になっ

ています。正直私が読む資料としては、かなりそうだよねと思いますが、子供が読むとなる

と、内容は、多分文字数が多過ぎます。なので、もし学校での活用とかを考えているなら、

もっとシンプルなものも用意したほうがいいのではないかと感じており、もちろん内容は

すごくすばらしいのですが、もう少しシンプルなものもという感じです。 

 ２つ目が、物すごくマイナーな話ですけど、「僕のヒーローアカデミア」のコラボレーシ

ョン、とてもいいと思うのですが、せっかく世界的に有名な日本の漫画であるということと、

並びに、テーマが誹謗中傷だけじゃなくて海賊版とかをやっているので、特に海賊版とかの

話は英語での発信があってもいいのではないかと思った次第です。 

 最後に、制度に対する３つ目の観点ですけども、トラブル事例集とか啓発ページとか、先

ほど動画の再生回数の話はあったのですけども、いろいろつくられているのは私はよく分

かっているのですが、それがどういう効果があるかという検証はとても重要なので、そのペ

ージビュー数がどれぐらいという反応のデータを、ぜひ本会議で共有していただきたいと

思っております。これはＳＭＡＪと違って、総務省の会議の話なので、多分出せるのではな

いかと思っておりますので、そこをぜひ見られるといいかと思った次第です。 

 以上です。 

【中村主査】  順にＴＣＡ、テレサ協、ＳＭＡＪ、総務省とコメントいただければと思い

ますが、どうでしょう。 
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【電気通信事業者協会】  ＴＣＡです。結論から言うと、やっています。ウェブサイトと

かにも掲載しておりますし、各社のパンフレットの中にも家庭内でルールをつくりましょ

うという内容を記載しておりまして、各社ともそういう説明をしています。 

【山口構成員】  それは具体的にどういうルールがいいみたいなところを提案されてい

るという理解でよろしいでしょうか。 

【電気通信事業者協会】  これはソフトバンクの例ですけれども、平日は何時から何時ま

でにしか使えないようにしましょうとか、どういうアプリを使うようにしましょうとか、ち

ゃんと宿題を優先してやりましょうとか、こういうことを親子の間でちゃんとルールを決

めてやりましょうというものを提供しています。 

【山口構成員】  ありがとうございます。 

【テレコムサービス協会】  ＭＶＮＯ委員会の井原でございます。 

 御指摘のところに関しては、今後、定期的に各社の対応状況についてはヒアリングをさせ

ていただく予定としております。今後、未定のところにつきましても、状況の確認のほうは

させていただきまして、基本的には、業界のガイドラインは遵守していただくように、各社

のほうへお願いをさせていただく予定でございます。 

【山口構成員】  ありがとうございます。 

【中村主査】  ＳＭＡＪ清水さんはコメントありませんか。 

【ソーシャルメディア利用環境整備機構】  特にないです。 

【片桐消費者行政第一課長】  総務省消費者行政第一課長の片桐でございます。３点御質

問ありましたので、お答えいたします。 

 まず、トラブル事例集でございますが、こちらは、基本的には小学校高学年から高校生ぐ

らいをメインターゲットにしているものでございます。おっしゃるとおり、年々、内容が充

実されておりまして、その結果、文字数が多くなっているということはございます。ただ、

単純に中身を減らせばいいというものでもないというのもございますので、現時点で、動画

で１分間の解説をするといったものも新たに加えたり、いろいろ工夫をしたりしていると

ころでございます。現時点で、2022年版ができましたので、23年版をつくる際には、御指

摘の点も踏まえて、さらに改善できないか検討していきたいと思います。 

 ２点目の「僕のヒーローアカデミア」の啓発動画でございます。こちらは、確かに海賊版

の話もありますが、メインはフィルタリングの話になっておりますので、この動画自体が、

英語にフィットするかというと、ここのところは、また検討するところがあろうかと思いま
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すが、いずれにしても、今後、総務省のほうで啓発動画等をつくる場合においては、英語で

の発信ということも、場合によっては検討する必要があるかと、御指摘をいただいて考えた

ところでございます。 

 最後、効果検証でございますが、特に、「鷹の爪団の＃ＮｏＨｅａｒｔＮｏＳＮＳ大作戦」

につきましては、こちらは最近、効果検証に関する内部的な資料はつくったところでござい

ます。次回の会合において、この検証結果について何らかの形で共有できないか検討してま

いりたいと思います。 

 総務省からは以上でございます。 

【山口構成員】  ありがとうございました。 

【中村主査】  では、続いて森さん、お願いします。 

【森構成員】  御説明ありがとうございました。各所で適切な取組をやっていただいてい

ると思いますが、今回は、潮の変わり目といいますか、先ほどからの先生方の御意見を伺っ

ていても、新しい視点が必要になってきているのではないかと強く感じましたので、そのこ

とについてお話ししたいと思います。そのことについてお話しする前に、まず、１つだけフ

ィルタリングに関しては、資料２のＭＶＮＯの取組の中の個社名公表については、これは理

由とともに公表していただけばいいということだと思いますので、尾花さんがおっしゃっ

ていたことですが、全く同じように思いますので、それを強調しておきたいと思います。 

 それから、資料５、海外と比較してみてどうかということで、結構思い知ったところがあ

りましたので、それを強調しておきたいと思いますけれども、３点申し上げます。 

 １個目は、尾花先生もおっしゃっていましたが、フィルタリングに偏り過ぎたのではない

かと。言い方は悪いかもしれませんけども、日本はフィルタリング偏重であったのではない

かということです。２点目は、海外の法制度は全体的にデータ保護、プライバシー保護、児

童のプライバシー保護と、それからコンテンツによる悪影響の双方について目配りがされ

ているということです。日本においても、問題状況が全く同じで、データ保護についてはＧ

ＩＧＡスクールに関する問題がかねてから指摘されていますけれども、あまりそれについ

て、何か分析が入る様子はなく、それからコンテンツの悪影響については、最近ではメタの

内部告発の問題は非常に大きなトピックだったと思いますけれども、政府検討会等ではあ

まり取り上げられていないのかと思います。 

 ３点目に、先ほどのメタの内部告発問題のお話をさせていただきましたけども、これはス

ルーされすぎだと思います。フィルタリングをカスタマイズすることについて、ＴＣＡさん
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から御説明がありまして、本当にそれはよい取組で、また、着々と成功されていると思いま

すけれども、カスタマイズした後には、このままプラットフォームのコンテンツを見るわけ

です。カスタマイズできることがよく分かりましたと。外すことができた、外せたと、よか

ったよかったと、フィルタリングを残せてよかったということをだけでは当然よくなくて、

その後、どんなものに長時間接することになるかということが非常に重要だと思います。し

たがって、コンテンツそのものがどうなっているかについての取組が必要ということです。 

 ＳＭＡＪさんから御説明いただきましたけれども、そういうポジティブな取組は非常に

重要なことで、よくやっていただいていると思っていますけれども、それだけでは駄目だと

思います。資料５の 47ページ、米国は、これは私、初めて見ましたので全然知らないので

すけども、ソーシャルメディア・プラットフォームが、子供へのリスクに対処するための有

意義な手段を講じているかどうかを、保護者や政策立案者が評価できるようにするとあり

ます。これは我々も同様にやっているような気がしますが、その後、赤字でアルゴリズムの

開放と書いてあるわけです。これが内部告発問題の教訓であったと思いますし、どういう取

組をしているか、例えば、違法情報を削除している、有害情報を削除しているということは、

それはもちろん重要ですけれども、そうではなくて、結論的に子供がどんなものを見るのか、

子供の精神状態にどんな悪影響があるのか、子供にどんな危険があるのかということは、そ

れだけでは全く語り尽くされていないことなので、アルゴリズムの開放のようなことを含

めた評価ということは重要ですし、フィルタリングのカスタマイズができたからよかった

という話ではない。コンテンツがどうなっているかということを、我々はこれから真剣に考

えていくべき局面に来たのではないかと思います。 

 以上です。 

【中村主査】  ありがとうございます。続いて、石田さん、お願いします。 

【石田構成員】  石田です。よろしくお願いします。２点あります。 

 １つは、テレサ協さんのところで、フィルタリングの導入の取組をたくさんしてくださっ

ていて、ありがたいと思いました。その中で、カスタマイズについては触れられていないの

ですけれども、問題となっていたのが、フィルタリングは最初はかけるけれども、後から外

してしまうということが多くあって、それでＴＣＡさんの取組が発表されたかと思います

が、ＭＶＮＯ委員会さんでは、カスタマイズのことについては触れられていなかったので、

カスタマイズについてはどのようになっているのか、また、説明もされているのかどうかと

いうことを１つお伺いしたいと思います。 
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 それと、ＳＭＡＪさんについて、お願いですけれども、今回の御発表の中では、各社さん

の取組の中で好事例というのを発表していただいたかと思いますが、会員さんの中でばら

つきがあるかと思いますので、各社の良い取組がどこの会社も同じような対応ができると

いいと思いますので、今後については、そのような方向で、ぜひお願いしたいと思います。 

 ６ページの安心・安全の取組のところ、各社さんのマークが載っていまして、ここをクリ

ックすると、その横に、安心・安全な利用のためにと、主な機能が載っているのですけれど

も、この中に、年齢制限があるところは年齢制限が何歳以上ですと書いてあったり、全くそ

ういうことに触れていないところがあったりしています。 

 それと、このサイト自体どういうサイトなのかと、どういうサービスが提供されているの

かというのを見ようと思っても、リンクがある社とリンクがないというところがあります。

ですので、少なくとも、提供しているサイトに飛ぶというリンクは必要なんじゃないかなと

思いました。また、できればここに書かれている安心・安全の利用規約とか、カスタマイズ

について、親がその中で設定が可能というものがあるのであれば、保護者が設定可能なとこ

ろに飛ぶとか、そういったリンクがあると分かりやすいかと思いますので、ぜひリンクを設

けていただきたいと思いました。 

 以上です。 

【中村主査】  テレサ協井原さんは何かお答えありますでしょうか。 

【テレコムサービス協会】  ＭＶＮＯ委員会、井原でございます。御質問いただきまして、

ありがとうございます。御指摘いただきまして、ありがとうございます。 

 各社のアプリ自体はカスタマイズ可能なサービスになっておりますので、実際の御利用

方法のところの周知に関しても、改めて確認させていただければと思います。また、ＭＶＮ

Ｏの独自ガイドラインには、そのような案内をするように記載のほうもしておりますので、

そちらの対応状況をヒアリングさせていただくようにしたいと思っております。 

 また、カスタマイズのところに関しては、事業者によりますが、実際カスタマイズされた

ものの、例えばＬＩＮＥであるとかＳＮＳを、実際にさらに安心して使えるようなアプリを

提供しているところもございますので、そういったものについても、今後、説明のほうをさ

せていただければと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

【石田構成員】  ありがとうございます。 

【中村主査】  ありがとうございます。ＳＭＡＪ清水さんは何かコメントありますか。 

【ソーシャルメディア利用環境整備機構】  ありがとうございます。ＳＭＡＪ内にて、各
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社だけではなく、業界団体としてこういった取組の議論も進めておりますし、サイトに関し

ましても、リンクだとかを掲載する必要があると思いますので、ＳＭＡＪ内で検討させてい

ただきます。 

【中村主査】  どうもありがとうございます。では、尾上さんお願いします。 

【尾上構成員】  尾上です。よろしくお願いします。御発表ありがとうございました。私

はＴＣＡさんの２ページの質問をさせていただきたいと思います。 

 １点目は、保護者宛て設定促進メール、上沼委員からも話がありましたように、ＫＤＤＩ

さんが対応済みということで、この状況の確認ができたらと思いますので、次回以降、また、

よろしくお願いしたいと思います。 

 次に、店頭説明ツールですが、分かりやすくコンパクト、かつ詳細にまとめられ、また、

ウェブサイトにもつながるような形でしっかりと配布されているという認識を得ておりま

す。あわせて、ウェブサイト等の閲覧状況といったものが分かればと思います。というのは、

保護者が集まる機会がどんどん少なくなってきておりまして、個社の閲覧状況が、また次の

展開につながるかとも思いますので、こういった面をお知らせいただければ、総務省が閲覧

件数とかいう発表をされていましたが、そういったところにもお願いできればと思います。 

 あわせて、最後の個社向け特別サイトの開設についてですが、この辺もどんどん進化して

いくかとは思います。うまくそこを活用している状況の御説明を、今後、またいただければ

と思います。 

 以上です。 

【中村主査】  ありがとうございます。では、曽我部さん。お願いします。 

【曽我部主査代理】  曽我部でございます。どうも御発表ありがとうございます。 

 ２、３あるのですが、今まで構成員の皆様方から御指摘があった点が多いのですが、トラ

ブル事例集に関しては、私も紙のものを見たときには、山口構成員からあったような印象を

持ったのですけども、ウェブ版ですと比較的分かりやすくなって、媒体によって違うのかと

思ったりもいたします。いずれにしても、最近、個人的な経験から子供向けは、自分でリス

クについて考える、多発的に様々なルールの必要性を理解するというための資料が全体と

して少なめだという印象を持っておりましたので、その辺に今後注力していただくといい

のかと思っておりますというのが１点目です。 

もう一つは、法制度に関してＭＲＩさんから大変詳細な御報告いただいたところとの関

係、それから、フィルタリング中心主義という、ほかのこれまでの構成員の発言との関係で、
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今までなぜタスクフォースでもフィルタリング中心の対応になってきたかということを考

えるに、これは結局、環境整備法がそうなっているからだと思います。そのために、フィル

タリング対策に関心が集中し、今回、ＭＲＩさんの御発表にあったような様々な論点の対応

が後手後手になってしまったということを、もう少し多角的に考える必要があると思いま

す。 

 そういうことで申しますと、法律レベルでもう少しフィルタリング中心主義的な立てつ

けを改めるとか、そういったことをしないと、なかなか検討会レベルでの議論が制約されて

しまっていくのが、今回の反省点の１つではないかと思ったりもしますので、これもまた中

長期的課題になるかと思うのですけども、議論のフレームワークのつくり方について、気を

向ける必要があると感じた次第です。 

 以上です。 

【中村主査】  どうもありがとうございました。 

 特に、ＭＲＩさんの海外調査については、皆さんから御指摘があって参考とすべき、ある

いは見習うべき政策を整理すべき、あるいは、それこそ今、御指摘いただいたように、環境

整備法の内容にも影響するフレームワークを見直すという大きな問題提起もはらんでいる

ということですので、今日はコンパクトな報告でしたけれども、これを掘り下げたり分析し

たり議論したりするということが今後、必要なのではないかと、皆さんの意見から私も伺っ

ていて感じた次第です。これは次回以降にどのように扱うかということを相談してまいり

たいと思います。ありがとうございます。 

 

② フィルタリング申込率・有効化措置率の四半期報告について 

【中村主査】 では、もう一つの今日の議題、フィルタリングの申込率・有効化措置率につ

いて、これについてもう既に議論になっているところもございますけれども、改めてＴＣＡ

と、テレサ協ＭＶＮＯ委員会から説明をいただければと思います。 

 まず、電気通信事業者協会からお願いできますでしょうか。吉岡さんからの説明です。 

〈（一社）電気通信事業者協会から、資料 17―６「（一社）電気通信事業者協会資料」につ

いて説明〉 

【電気通信事業者協会】   

 資料 17－６を御覧ください。１ページ目に、事業者設定率と加入率の推移を示しており

ます。こちらは以前からお示ししているもののアップデート版です。１点だけ、事業者設定
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率につきましては、前回までは「有効化率」と呼んでおりましたが、言葉が分かりにくいと

いう御指摘をいただきまして、「事業者設定率」という表現に変えております。 

 ２ページ目が、個別の各社のここ５か月間の推移ですので、御覧ください。 

 ３ページは定義ですので、これは割愛いたします。以上です。 

【中村主査】  続いて、井原さんから説明です。 

〈（一社）テレコムサービス協会（MVNO 委員会）から、資料 17―７「（一社）テレコムサ

ービス協会（MVNO 委員会）資料」について説明〉 

【テレコムサービス協会】  ＭＶＮＯ委員会、井原でございます。 

 それでは、資料の 17－７を御覧ください。ＭＶＮＯ各社の申込率及び有効化措置率につ

いて説明させていただきます。 

 先ほどのパートのところでも御説明させていただきましたとおり、今回、社名公表可及び

条件付公表可の事業者に関して、社名の公表をさせていただいております。なお、青少年利

用が０件の事業者も結構ございますので、結果的に今回、案内させていただいている事業者

はこちらの資料のとおりとなってございます。 

 まず、計測の対象期間につきましては、申込率及び青少年利用率に関しては、昨年の 10

月から 12月まで、有効化措置率につきましては、利用者からの案内をいただく関係上、６

か月間ですので昨年の７月から 12月となっております。先ほど説明させていただいたとお

り、一部の事業者を除きということで社名公表を不可とされている事業者が１社だけござ

いまして、その理由としましては、どうしても社内の企業方針として、数値関係を一切公表

しないということにされているということで、本件についても非公表という案内がござい

ますということですけれど、今回、他社に関しては公表しているという事例もありますので、

改めて検討いただくようにお願いしたいと思っております。 

 そして、こちらの資料の説明でございますけども、前回同様、業界合算値のほうを掲載さ

せていただいております。本データとしては、14 社の平均値となっていますが、青少年利

用が０件の事業者も分母に入りますので、そうした平均値と御確認いただければと思いま

す。 

 全体としましては、大きく前回、前々回と変化はございませんけども、こちらは、どうし

ても分母が大きい事業者の数値に影響を受けるということでもございますので、まず、参考

値として御確認いただければと思います。また、各社の数値に関しての説明は割愛させてい

ただきますので、データのほうを確認いただければと思います。 
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 以上でございます。 

【中村主査】  ありがとうございます。今の２つの報告について、質問、コメント等ござ

いますでしょうか。 

【石田構成員】  ＴＣＡさんにお伺いしたいというか、ソフトバンクさんのところですけ

れども、加入率と事業者設定率について、かなり数値が上がっているので、何か特別に対応

をされたのかということをお伺いしたいです。 

【ソフトバンク】  ソフトバンクの吉岡として、お答えいたします。 

 これは特別に何か対策をやったということではないのですが、従来から実施している店

頭で説明をしていくということをやっているということが徹底されてきているのだと思い

ます。 

【石田構成員】  特に今までとは変わらないけれども、これだけ上がってきたということ

だけなんですね。 

【ソフトバンク】  そうです。 

【石田構成員】  そうですか。いいことだと思います。ありがとうございます。 

【中村主査】  ほかよろしいでしょうか。尾花さん。 

【尾花構成員】  ありがとうございます。今、ちょうどウクライナのこともあって、国全

体が、正しい情報の見分け方みたいなことを啓発していかなければいけないというモード

に動いているような印象を受けます。昨年度の最初のほうの会議では、内容も含め啓発教育

の在り方をもう少し議論しなくてはいけないという話があったと思いますが、年度の途中

からフィルタリング議論のみに変わってしまい、昨年度のまとめという位置づけの今回、啓

発教育の在り方に関する議論が全然なくなってしまったのが、気になっておりました。「情

報の見分け方」と「誹謗中傷」というのは一対で教育しなきゃいけないことだろうと思って

いて、そのあたりが特に気がかりです。最近、女性アイドルが女性の友達とのツーショット

を掲載し「結婚しました、エイプリルフールです」と発言したことが大炎上しました。マイ

ノリティーへの冒涜みたいなこと言う人もいるようですが、女性タレントが男性共演者と

のツーショットを掲載して「結婚しました、エイプリルフールです」と言ったら問題になら

ないはずです。女性同士あるいは男性同士の場合のみ、マイノリティーとかダイバーシティ

ーだとか差別だとかという話になるのは、そもそも逆差別ではないのか？と考えなければ

なりません。なのに、今の話題に乗っかれそうな内容だからと大人が一方的な意見で騒ぎ立

てるので、それを見ている子供たちは、「異性なら大丈夫なことでも、同性同士の場合は冗
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談にしてはいけないんだ、特別なんだ」という逆の差別教育を、ネットを見ている中で受け

てしまうということになるわけです。 

 大人たちが間違った受け止め方で書き込んでしまったありとあらゆる投稿や発信が、実

はマジョリティーとしてネット上に山ほど存在しています。そのため、それを判断基準にす

ることが正しいような錯覚＝曲がった教育を子供たちにしてしまうという事態が生じてい

ます。昨年度早々にあったタスクフォースの際の、「もう少し具体的に」「もっと多角的に」

啓発教育を考えなければいけないよね、これまでの一遍通りの教育じゃダメだよねと言っ

ていた議論を今年度もぜひ継続してください。トラブル事例集があればいいとか、もっと分

かりやすい啓発資料があればいいということではなく、今申し上げたように、大人が間違っ

た方向を示すと、子供はそれが正しいと思って歩んでしまうという、こうした現状を何とか

改善すべく、啓発教育をしていかなければいけないということについて、フィルタリング

云々とは別の視点での議論が必要だと考えます。今年度、ぜひとも加えていただけたらと思

い、意見として最後に言わせていただきました。お時間頂戴してありがとうございました。 

 

（３）閉会 

【中村主査】  ありがとうございます。重要な指摘だと思います。ありがとうございまし

た。 

 では、今日も議論があって、いろいろと次回以降の宿題もいただいたかと思っております。

次回のタスクフォースのスケジュールについて、事務局から連絡お願いできますか。 

【竹内消費者行政第一課課長補佐】  次回の日程、場所等につきましては、調整の上で、

別途事務局から連絡させていただきます。よろしくお願いします。 

【中村主査】  では、これで 17回の会合を終了いたします。どうもありがとうございま

した。 

以上 

 


